
  

 

 

平成 26 年 3 月 7 日 

株式会社日本政策金融公庫 

 
大震災の食品企業への影響、全国では改善傾向 

原発事故の影響は被災地を中心に残る 
― 日本公庫・平成25年下半期食品産業動向調査 ― 

 
日本政策金融公庫（略称：日本公庫）農林水産事業が今年 1 月に実施した平成 25 年下半期

食品産業動向調査の特別設問において、東日本大震災や福島第一原子力発電所事故から３年が

経過する中にあって、食品関係企業への影響と回復状況について調査いたしました。 

本調査では影響が残っていると回答した企業が１年前よりも全国では減少傾向にあるものの、

被災地域においては依然として影響が残り、回復の遅れが目立つ結果となりました。詳細は以

下のとおりです。 

 

＜調査結果のポイント＞ 

○ 岩手、宮城、福島の３県で６割が東日本大震災の影響続く（図１・図２） 

 東日本大震災から３年近く経った 26 年１月時点での東日本大震災（地震、津波）による影

響を聞いたところ、全国の食品関係企業の 20.7％が「現在も影響が残っている」と回答した。

１年前の 25 年１月調査の 26.2％から 5.5 ポイント減少し、現在も影響が残っている食品企業

の割合は、５社のうち１社程度にまで減少していることがわかった。 

地域別に見ると、津波被害の甚大な岩手、宮城、福島の３県では 58.0％（25 年 1 月調査

60.7％）と、1年前からの回復は小幅にとどまった。 

一方、青森、秋田、山形の３県では 23.6％（同 34.4％）、茨城、群馬、栃木の北関東では

27.4％（同36.6％）、南関東においても 24.2％（同 28.6％）となり、それぞれ改善傾向を示す

結果となった。 

 また、東日本大震災の影響があった先に、どのような影響があったのか聞いたところ、食品

産業全体では「原材料、資材、商品の調達、仕入れ量」が 48.3％と最も多く、次いで「売上

高」が35.2％、「取引先等からの引き合い、需要」が 32.9％となった。 

業態別にみると、卸売業では「取引先等からの引き合い、需要」（41.9％）、飲食業では、

「売上高」、「原材料、資材、商品の調達、仕入れ量」（いずれも 64.1％）が他業態と比較して

突出し目立つ。 

 

○ 原発事故の影響は、福島県で９割の食品企業に現在も影響（図３・図４） 

 同様に、福島第一原子力発電所事故の影響について聞いたところ、全国の食品関係企業の

34.8％が「現在も影響が残っている」と回答した。25 年 1 月調査の 37.5％から 2.7 ポイント

減少しているものの、こちらも依然多くの企業に原発事故の影響が残っていることがわかった。 
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地域別に見ると、岩手、宮城、福島の 3 県が 66.8％（25 年 1 月調査 71.2％）、北関東が

51.1％（同63.6％）、南関東が 48.8％（同 45.7％）と引き続き大きな影響が残り、特に福島県

では「現在も影響が残っている」の回答が 92.6％（同 93.8％）と依然高水準にとどまってい

る。 

また、福島第一原子力発電所事故の影響があった先に、どのような影響があったのか聞いた

ところ、食品産業全体では「取引先等からの引き合い、需要」が 43.2％と最も多く、次いで

「原材料、資材、商品の調達、仕入れ量」が39.1％となった。 

業態別にみると、卸売業では「取引先等からの引き合い、需要」（51.7％）、飲食業では「原

材料、資材、商品の調達、仕入れ量」（67.5％）が他業態と比較して突出し目立つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査時点    平成26年１月１日 

調査方法    郵送により調査票を配布し、郵送またはファックスにより回収 

調査対象     全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業） ６，８２６社 

（なお、今回の調査では食品関係企業のうち東日本大震災の被害を大きく受けた９６社を

調査対象先から除いています。） 

有効回答数   ２，３７８社（回答率３４．８％） 

           《内訳》 製造業１，５５５社、卸売業５６３社、小売業１９６社、飲食業６４社 



図１　東日本大震災（地震、津波）の影響
「現在も影響が残っている」の　（　　）は前回25年1月調査とＨ24年1月調査の数値
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○ 影響への対応（複数回答）としては、「仕入先・製品・商品の変更・開拓」が４６．５％と最も多く、「納入先・販売ルート
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図２ 経営全体における影響（震災）　(複数回答)
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図３　福島第一原子力発電所事故の影響

※福島県・・・現在も影響が残っている92.6%（93.8%）、現在は影響が残っていない7.4%、影響はなかった0%、わからない0%

「現在も影響が残っている」の　（　　）は前回25年1月調査とＨ24年1月調査の数値

34.8  

24.2  

66.8  

36.2  

51.1  

48.8  

30.1  

34.1  

29.1  

19.8  

27.8  

20.5  

23.1  

22.3  

15.1  

24.4  

32.3  

28.1  

26.4  

24.6  

20.5  

25.1  

17.3  

18.3  

30.2  

37.6  

10.2  

27.6  

9.8  

17.9  

30.5  

28.0  

36.4  

41.4  

42.9  

44.4  

12.0  

15.9  

7.8  

11.8  

6.8  

5.3  

13.0  

13.4  

13.9  

13.7  

12.0  

16.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国 

北海道 

東北 

（岩手、宮城、福島） 

東北 

（青森、秋田、山形） 

北関東 

（茨城、群馬、栃木） 

南関東 

（埼玉、東京、千葉、神奈川） 

甲信越・北陸 

東海 

近畿 

中国 

四国 

九州 

○ 影響への対応（複数回答）としては、「仕入先・製品・商品の変更・開拓」が４６．５％と最も多く、「納入先・販売ルート
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図４ 経営全体における影響（原発）　(複数回答)
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